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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：令和７年１２月２３日（令和７年（行情）諮問第１４９６号ないし同

第１５００号） 

答申日：令和８年１０月２３日（令和８年度（行情）答申第７０５号ないし同

第７０９号） 

事件名：自衛隊法第８４条の４についての「検討」に関して行政文書ファイル

等につづられた文書のうち特定の開示決定等で残りの部分とされた

文書等の一部開示決定に関する件 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」に関して行政文書ファイ

ル等につづられた文書のうち特定の開示決定等で残りの部分とされ

た文書等の一部開示決定に関する件 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」に関して行政文書ファイ

ル等につづられた文書のうち特定の開示決定等で残りの部分とされ

た文書等の一部開示決定に関する件 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」に関して行政文書ファイ

ル等につづられた文書のうち特定の開示決定等で残りの部分とされ

た文書等の一部開示決定に関する件 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」に関して行政文書ファイ

ル等につづられた文書のうち特定の開示決定等で残りの部分とされ

た文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙１の１に掲げる５文書（以下、順に「本件請求文書１」ないし「本

件請求文書５」といい、併せて「本件請求文書」という。）の各開示請求

に対し、別紙の２に掲げる１４９文書（以下、順に「文書１」ないし「文

書１４９」といい、併せて「本件対象文書」という。）を特定し、その一

部を不開示とした各決定は、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく各開示請求に対し、令和４年４月２２日付け防官文第８

０６０号、同年６月２８日付け同第１２５６４号、同年８月３１日付け同

第１６５３１号、同年１１月２日付け同第２０７０７号及び令和５年１月

１２日付け同第３６０号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」

という。）が行った各開示決定（以下、順に「原処分１」、「原処分３」、
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「原処分５」、「原処分７」及び「原処分９」という。）並びに令和７年

９月２６日付け防官文第２２２３９号ないし同第２２２４３号により処分

庁が行った各一部開示決定（以下、順に「原処分２」、「原処分４」、

「原処分６」、「原処分８」及び「原処分１０」といい、「原処分１」な

いし「原処分１０」を併せて「原処分」という。）について、その取消し

等を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は、各審査請求書によると、おお

むね以下のとおりである。 

（１）諮問第１４９６号 

ア 原処分１関係 

（ア）ないし（キ）（略） 

イ 原処分２関係 

（ア）ないし（エ）（略） 

（オ）一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し、支障が生じない部分については開示す

べきである。 

（カ）及び（キ）（略） 

（ク）他に文書がないか確認を求める。 

審査請求人には確認する手段がないので、他に文書がないか念の

ため確認を求める。 

（ケ）（略） 

（２）諮問第１４９７号 

ア 原処分３関係 

（ア）ないし（エ）（略） 

（オ）一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し、支障が生じない部分については開示す

べきである。 

（カ）ないし（ケ）（略） 

イ 原処分４関係 

上記（１）イと同じ。 

（３）諮問第１４９８号 

ア 原処分５関係 

（ア）ないし（キ）（略） 

イ 原処分６関係 

上記（１）イと同じ。 

（４）諮問第１４９９号 

ア 原処分７関係 
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（ア）ないし（キ）（略） 

イ 原処分８関係 

上記（１）イと同じ。 

（５）諮問第１５００号 

ア 原処分９関係 

（ア）ないし（キ）（略） 

イ 原処分１０関係 

上記（１）イと同じ。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 諮問第１４９６号（原処分１及び原処分２関係） 

（１）経緯 

原処分１及び原処分２に係る開示請求（以下「本件開示請求１」とい

う。）は、本件請求文書１の開示を求めるものであり、これに該当する

行政文書として、文書１ないし文書１４９の１４９文書（以下「本件対

象文書１」という。）を特定した。 

本件開示請求１については、法１１条に規定する開示決定等の期限の

特例を適用し、まず、令和４年４月２２日付け防官文第８０６０号によ

り、本件対象文書１のうち、文書１について、法９条１項の規定に基づ

く開示決定処分（原処分１）を行った後、令和７年９月２６日付け防官

文第２２２３９号により、本件対象文書１のうち、文書２ないし文書１

４９（１４８文書）について、法５条５号及び６号柱書きに該当する部

分を不開示とする一部開示決定処分（原処分２）を行った。 

諮問第１４９６号の前提となる審査請求は、原処分１及び原処分２に

対して提起されたものであり、本件諮問に当たっては、それらの審査請

求を併合し諮問する。 

なお、原処分１に対する審査請求について、審査請求が提起されてか

ら情報公開・個人情報保護審査会への諮問を行うまでに約３年７か月を

要しているが、その間多数の開示請求に加え、開示請求の件数を大幅に

上回る大量の審査請求が提起されており、それらにも対応していたこと

から、本件諮問を行うまでに長期間を要したものである。 

（２）法５条該当性について 

原処分２において、不開示とした部分及び不開示とした理由は、別表

の該当部分のとおりであり、本件対象文書１のうち、法５条５号及び６

号柱書きに該当する部分を不開示とした。 

（３）審査請求人の主張について 

ア 審査請求人は、「一部に対する不開示決定の取消し」として、支障

が生じない部分について開示を求めるが、原処分１及び原処分２にお

いては、本件対象文書１の法５条該当性を十分に検討した結果、上記
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（２）のとおり、本件対象文書１の一部が同条５号及び６号柱書きに

該当することから当該部分を不開示としたものであり、その他の部分

については開示している。 

イ 審査請求人は、「他に文書がないか確認を求める」としているが、

本件対象文書１のほかに本件開示請求１に係る行政文書は保有してい

ない。 

ウ 審査請求人のその他の主張は、令和７年５月１４日付け情個審第１

７５５号等により情報公開・個人情報保護審査会から通知された意見

を踏まえると、法１９条１項に規定する諮問をしなければならない場

合に該当しない。 

エ 以上のことから、審査請求人の主張にはいずれも理由がなく、原処

分１及び原処分２を維持することが妥当である。 

２ 諮問第１４９７号（原処分３及び原処分４関係） 

（１）経緯 

原処分３及び原処分４に係る開示請求（以下「本件開示請求２」とい

う。）は、本件請求文書２の開示を求めるものであり、これに該当する

行政文書として、文書２ないし文書１４９の１４８文書（以下「本件対

象文書２」という。）を特定した。 

本件開示請求２については、１１条に規定する開示決定等の期限の特

例を適用し、まず、令和４年６月２８日付け防官文第１２５６４号によ

り、本件対象文書２のうち、文書１４９について、法９条１項の規定に

基づく開示決定処分（原処分３）を行った後、令和７年９月２６日付け

防官文第２２２４０号により、本件対象文書のうち、文書２ないし文書

１４８（１４７文書）について、法５条５号及び６号柱書きに該当する

部分を不開示とする一部開示決定処分（原処分４）を行った。 

諮問第１４９７号の前提となる審査請求は、原処分３及び原処分４に

対して提起されたものであり、本件諮問に当たっては、それらの審査請

求を併合し諮問する。 

なお、原処分２に対する審査請求について、審査請求が提起されてか

ら情報公開・個人情報保護審査会への諮問を行うまでに約３年５か月を

要しているが、その間多数の開示請求に加え、開示請求の件数を大幅に

上回る大量の審査請求が提起されており、それらにも対応していたこと

から、本件諮問を行うまでに長期間を要したものである。 

（２）法５条該当性について 

原処分４において、不開示とした部分及び不開示とした理由は、別表

の該当部分のとおりであり、本件対象文書２のうち、法５条５号及び６

号柱書きに該当する部分を不開示とした。 

（３）審査請求人の主張について 
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上記１（３）と同じ（ただし、「原処分１及び原処分２」を「原処分

３及び原処分４」に、「本件対象文書１」を「本件対象文書２」に、

「本件開示請求１」を「本件開示請求２」にそれぞれ改める。）。 

３ 諮問第１４９８号（原処分５及び原処分６関係） 

（１）経緯 

原処分５及び原処分６に係る開示請求（以下「本件開示請求３」とい

う。）は、本件請求文書３の開示を求めるものであり、これに該当する

行政文書として、文書２ないし文書１４８の１４７文書（以下「本件対

象文書３」という。）を特定した。 

本件開示請求３については、法１１条に規定する開示決定等の期限の

特例を適用し、まず、令和４年８月３１日付け防官文第１６５３１号に

より、本件対象文書３のうち、文書１４８について、法９条１項の規定

に基づく開示決定処分（原処分５）を行った後、令和７年９月２６日付

け防官文第２２２４１号により、本件対象文書３のうち、文書２ないし

文書１４７（１４６文書）について、法５条５号及び６号柱書きに該当

する部分を不開示とする一部開示決定処分（原処分６）を行った。 

諮問第１４９８号の前提となる審査請求は、原処分５及び原処分６に

対して提起されたものであり、本件諮問に当たっては、それらの審査請

求を併合し諮問する。 

なお、原処分５に対する審査請求について、審査請求が提起されてか

ら情報公開・個人情報保護審査会への諮問を行うまでに約３年３か月を

要しているが、その間多数の開示請求に加え、開示請求の件数を大幅に

上回る大量の審査請求が提起されており、それらにも対応していたこと

から、本件諮問を行うまでに長期間を要したものである。 

（２）法５条該当性について 

原処分６において、不開示とした部分及び不開示とした理由は、別表

の該当部分のとおりであり、本件対象文書３のうち、法５条５号及び６

号柱書きに該当する部分を不開示とした。 

（３）審査請求人の主張について 

上記１（３）と同じ（ただし、「原処分１及び原処分２」を「原処分

５及び原処分６」に、「本件対象文書１」を「本件対象文書３」に、

「本件開示請求１」を「本件開示請求３」にそれぞれ改める。）。 

４ 諮問第１４９９号（原処分７及び原処分８関係） 

（１）経緯 

原処分７及び原処分８に係る開示請求（以下「本件開示請求４」とい

う。）は、本件請求文書４の開示を求めるものであり、これに該当する

行政文書として、文書２ないし文書１４７の１４６文書（以下「本件対

象文書４」という。）を特定した。 
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本件開示請求４については、法１１条に規定する開示決定等の期限の

特例を適用し、まず、令和４年１１月２日付け防官文第２０７０７号に

より、本件対象文書４のうち、文書１４７について、法９条１項の規定

に基づく開示決定処分（原処分７）を行った後、令和７年９月２６日付

け防官文第２２２４２号により、本件対象文書４のうち、文書２ないし

文書１４６（１４５文書）について、法５条５号及び６号柱書きに該当

する部分を不開示とする一部開示決定処分（原処分８）を行った。 

諮問第１４９９号の前提となる審査請求は、原処分７及び原処分８に

対して提起されたものであり、本件諮問に当たっては、それらの審査請

求を併合し諮問する。 

なお、原処分７に対する審査請求について、審査請求が提起されてか

ら情報公開・個人情報保護審査会への諮問を行うまでに約２年１１か月

を要しているが、その間多数の開示請求に加え、開示請求の件数を大幅

に上回る大量の審査請求が提起されており、それらにも対応していたこ

とから、本件諮問を行うまでに長期間を要したものである。 

（２）法５条該当性について 

原処分８において、不開示とした部分及び不開示とした理由は、別表

の該当部分のとおりであり、本件対象文書４のうち、法５条５号及び６

号柱書きに該当する部分を不開示とした。 

（３）審査請求人の主張について 

上記１（３）と同じ（ただし、「原処分１及び原処分２」を「原処分

７及び原処分８」に、「本件対象文書１」を「本件対象文書４」に、

「本件開示請求１」を「本件開示請求４」にそれぞれ改める。）。 

５ 諮問第１５００号（原処分９及び原処分１０関係） 

（１）経緯 

原処分９及び原処分１０に係る開示請求（以下「本件開示請求５」と

いう。）は、本件請求文書５の開示を求めるものであり、これに該当す

る行政文書として、文書２ないし文書１４６の１４５文書（以下「本件

対象文書５」という。）を特定した。 

本件開示請求５については、法１１条に規定する開示決定等の期限の

特例を適用し、まず、令和５年１月１２日付け防官文第３６０号により、

本件対象文書５のうち、文書１４６について、法９条１項の規定に基づ

く開示決定処分（原処分９）を行った後、令和７年９月２６日付け防官

文第２２２４３号により、本件対象文書５のうち、文書２ないし文書１

４５（１４４文書）について、法５条５号及び６号柱書きに該当する部

分を不開示とする一部開示決定処分（原処分１０）を行った。 

諮問第１４９９号の前提となる審査請求は、原処分９及び原処分１０

に対して提起されたものであり、本件諮問に当たっては、それらの審査
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請求を併合し諮問する。 

なお、原処分９に対する審査請求について、審査請求が提起されてか

ら情報公開・個人情報保護審査会への諮問を行うまでに約２年１０か月

を要しているが、その間多数の開示請求に加え、開示請求の件数を大幅

に上回る大量の審査請求が提起されており、それらにも対応していたこ

とから、本件諮問を行うまでに長期間を要したものである。 

（２）法５条該当性について 

原処分１０において、不開示とした部分及び不開示とした理由は、別

表の該当部分のとおりであり、本件対象文書５のうち、法５条５号及び

６号柱書きに該当する部分を不開示とした。 

（３）審査請求人の主張について 

上記１（３）と同じ（ただし、「原処分１及び原処分２」を「原処分

９及び原処分１０」に、「本件対象文書１」を「本件対象文書５」に、

「本件開示請求１」を「本件開示請求５」にそれぞれ改める。）。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件各諮問事件について、以下のとおり、併合し、調査審

議を行った。 

① 令和７年１２月２３日  諮問の受理（令和７年（行情）諮問第１

４９６号ないし同第１５００号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 令和８年１月１６日   審議（同上） 

④ 同年１０月１６日    本件対象文書の見分、令和７年（行情）

諮問第１４９６号ないし同第１５００号

の併合及び審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件各開示請求について 

本件各開示請求は、本件請求文書の開示を求めるものであり、処分庁は、

本件対象文書を特定し、その一部を法５条５号及び６号柱書きに該当する

として不開示とする原処分を行った。 

これに対し、審査請求人は、他の文書の特定及び不開示部分の開示等を

求めているが、諮問庁は、原処分を維持することが妥当であるとしている

ことから、以下、本件対象文書の特定の妥当性及び不開示部分の不開示情

報該当性について検討する。 

なお、本件において、諮問庁は原処分１、原処分３、原処分５、原処分

７及び原処分９に係る審査請求についても併せて諮問しているが、その内

容からすると当審査会で判断すべき内容はない（上記第２の２（２）ア

（オ）の点は、原処分３が全部開示決定であることに照らして失当であ

る。）と解されることから、当該処分に係る判断はしない。 
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２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について、当審査会事務局職員をして更に確認さ

せたところ、諮問庁は、おおむね以下のとおり補足して説明する。 

ア 本件各開示請求の内容について、下記（ア）ないし（オ）のとおり

解し、自衛隊法第８４条の４についての「検討」（「防衛大臣記者会

見」日時：令和３年１２月１４日）に関して行政文書ファイル等につ

づられた文書の全ての開示を求めているものとして、本件対象文書を

特定した。 

（ア）諮問第１４９６号の開示請求書には、別紙の１（１）のとおり記

載されていることから、請求受付番号が「２０２１．１２．２０－

本本Ｂ２０７８」である別件開示請求に係る先行決定で残りの部分

とされた文書及び別件開示請求の受付日の翌日である令和３年１２

月２１日から本件開示請求の受付日である令和４年２月２２日まで

につづられた文書の開示を求めているものと解した。 

（イ）諮問第１４９７号の開示請求書には、別紙の１（２）のとおり記

載されていることから、請求受付番号が「２０２２．２．２２－本

本Ｂ２６４４」である原処分１で残りの部分とされた文書及び諮問

第１４９６号の開示請求受付日の翌日である令和４年２月２３日か

ら本件開示請求の受付日である同年５月６日までにつづられた文書

の開示を求めているものと解した。 

（ウ）諮問第１４９８号の開示請求書には、別紙の１（３）のとおり記

載されていることから、請求受付番号が「２０２２．５．６－本本

Ｂ２５６」である原処分３で残りの部分とされた文書及び諮問第１

４９７号の開示請求受付日の翌日である令和４年５月７日から本件

開示請求の受付日である同年７月７日までにつづられた文書の開示

を求めているものと解した。 

（エ）諮問第１４９９号の開示請求書には、別紙の１（４）のとおり記

載されていることから、請求受付番号が「２０２２．７．７－本本

Ｂ６３０」である原処分５で残りの部分とされた文書及び諮問第１

４９８号の開示請求受付日の翌日である令和４年７月８日から本件

開示請求の受付日である同年９月６日までにつづられた文書の開示

を求めているものと解した。 

（オ）諮問第１５００号の開示請求書には、別紙の１（５）のとおり記

載されていることから、請求受付番号が「２０２２．９．６－本本

Ｂ１４５８」である原処分７で残りの部分とされた文書及び諮問第

１４９９号の開示請求受付日の翌日である令和４年９月７日から本

件開示請求の受付日である同年１１月１５日までにつづられた文書

の開示を求めているものと解した。 
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イ 本件対象文書は、在外邦人等の輸送に関する自衛隊法８４条の４に

ついての検討に係る文書であり、防衛政策局運用政策課において保有

している文書である。 

ウ 本件審査請求を受け、防衛政策局運用政策課の執務室の机、書庫及

びパソコン上の共有フォルダ内等の探索を行ったが、本件対象文書以

外に本件請求文書に該当する文書の存在は確認できなかった。 

（２）これを検討するに、当審査会において、本件各開示請求書（写し）を

確認した結果を踏まえると、本件対象文書は、開示請求文言を踏まえて

特定したものであり、本件対象文書の外に本件請求文書に該当する文書

を保有していない旨の上記（１）ア及びイの諮問庁の説明は、不自然、

不合理とはいえず、これを覆すに足りる事情も認められない。 

また、上記（１）ウの探索の範囲等についても、特段の問題があるも

のとは認められない。 

したがって、防衛省において、本件対象文書の外に開示請求の対象と

して特定すべき文書を保有しているとは認められず、本件対象文書を特

定したことは、妥当である。 

３ 不開示部分の不開示情報該当性について 

不開示部分の不開示情報該当性について、諮問庁は、上記第３の１

（２）、同２（２）、同３（２）、同４（２）及び同５（２）のとおり、

別表に沿う説明をするので、当審査会において本件対象文書を見分したと

ころにより、以下検討する。 

（１）本件対象文書（文書８５を除く。）の不開示部分について 

ア ①文書２の不開示部分には、自衛隊法の在外邦人等輸送に係る規定

の一部改正法案の関係者に対する説明資料として、当該法案に関する

検討途上の内容が、②その余の文書の不開示部分には、内閣法制局に

よる当該法案の審査段階における内閣法制局、防衛省・自衛隊及び外

務省による検討途上の内容等が、それぞれ記載されていると認められ

る。 

イ 当該不開示部分について、当審査会事務局職員をして確認させたと

ころ、諮問庁は、次のとおり補足して説明する。 

当該不開示部分を公にすることにより、自衛隊法の在外邦人等輸送

に係る規定の一部改正法案における論点について、未成熟な検討内

容や検討過程が明らかとなり、当該論点に対する政府の考え方や将

来の方針等について無用な誤解や憶測を招くなど、国の機関内部に

おける率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれ又は不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある。 

ウ 検討 

（ア）これを検討するに、当該不開示部分には、自衛隊法の在外邦人等
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輸送に係る規定の一部改正法案における論点について、政府の考え

方、将来の方針等に関する未成熟な検討内容や、防衛省、内閣法制

局等における検討過程が記載されていると認められる。 

（イ）当該不開示部分は、これを公にすると、自衛隊法の在外邦人等輸

送に係る規定の一部改正法案における論点について、未成熟な検討

内容や検討過程が明らかとなり、国の機関内部における率直な意見

の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれや不当

に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある旨の上記（２）の諮問

庁の説明は否定することまではできない。 

（ウ）したがって、当該不開示部分は、法５条５号に該当し、不開示と

したことは妥当である。 

（２）文書８５の不開示部分について 

標記不開示部分には、防衛省職員のメールアドレスが記載されている

と認められる。 

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ、当該不開示部

分は一般に公開されていない情報であるとのことであり、これを覆すに

足りる事情は認められないことから、当該不開示部分は、これを公にす

ることにより、いたずらや偽計等に使用され、国の機関が必要とする際

の緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど、国の機関の事務の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるので、法５条６号柱書

きに該当し、不開示としたことは妥当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件各一部開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件請求文書の各開示請求に対し、本件対象文書を特

定し、その一部を法５条５号及び６号柱書きに該当するとして不開示とし

た各決定については、防衛省において、本件対象文書の外に各開示請求の

対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので、本件対

象文書を特定したことは妥当であり、不開示とされた部分は、同条５号及

び６号柱書きに該当すると認められるので、不開示としたことは妥当であ

ると判断した。 

（第１部会） 

  委員 中里智美、委員 木村琢麿、委員 中村真由美 
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別紙 

１ 本件請求文書 

（１）本件請求文書１（諮問第１４９６号） 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」（「防衛大臣記者会見」日

時：令和３年１２月１４日）に関して行政文書ファイル等に綴られた文書

の全てのうち防官文第２４１７号（２０２１．１２．２０－本本Ｂ２０７

８）で「残りの部分」とされた全て、及び当該請求（２０２１．１２．２

０－本本Ｂ２０７８）の後に綴られた文書の全て。 

（２）本件請求文書２（諮問第１４９７号） 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」（「防衛大臣記者会見」日

時：令和３年１２月１４日）に関して行政文書ファイル等に綴られた文書

の全てのうち防官文第８０６０号（２０２２．２．２２－本本Ｂ２６４４）

で「残りの部分」とされた全て、及び当該請求（２０２２．２．２２－本

本Ｂ２６４４）の後に綴られた文書の全て。 

（３）本件請求文書３（諮問第１４９８号） 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」（「防衛大臣記者会見」日

時：令和３年１２月１４日）に関して行政文書ファイル等に綴られた文書

の全てのうち防官文第１２５６４号（２０２２．５．６－本本Ｂ２５６）

で「残りの部分」とされた全て、及び当該請求（２０２２．５．６－本本

Ｂ２５６）の後に綴られた文書の全て。 

（４）本件請求文書４（諮問第１４９９号） 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」（「防衛大臣記者会見」日

時：令和３年１２月１４日）に関して行政文書ファイル等に綴られた文書

の全てのうち防官文第１６５３１号（２０２２．７．７－本本Ｂ６３０）

で「残りの部分」とされた全て、及び当該請求（２０２２．７．７－本本

Ｂ６３０）の後に綴られた文書の全て。 

（５）本件請求文書５（諮問第１５００号） 

自衛隊法第８４条の４についての「検討」（「防衛大臣記者会見」日

時：令和３年１２月１４日）に関して行政文書ファイル等に綴られた文書

の全てのうち防官文第２０７０７号（２０２２．９．６－本本Ｂ１４５８）

で「残りの部分」とされた全て、及び当該請求（２０２２．９．６－本本

Ｂ１４５８）の 後に綴られた文書の全て（ただし発表資料は除く）。 

 

２ 本件対象文書 

（１）諮問第１４９６号 

ア 原処分１関係 

文書１ 防衛省設置法等の一部を改正する法律案（仮称）の概要

（令和４年度予算関連法案） 
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イ 原処分２関係 

文書２ 説明のアウトライン 

文書３ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送） 

文書４ 【防衛省】改め案文（在外邦人等輸送） 

文書５ 【防衛省】新旧対照表（在外邦人等輸送） 

文書６ 参事官１読記録（Ｒ２．１０．６） 

文書７ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送）（差し替え） 

文書８ 【防衛省】改め案文（在外邦人等輸送）(修正） 

文書９ 【防衛省】新旧対照表（在外邦人等輸送）（追加） 

文書１０ 部長１読記録（Ｒ２．１０．７） 

文書１１ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送）（Ｒ３．１０．

１１） 

文書１２ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送）_みえけし（Ｒ３．

１０．１１） 

文書１３ 参事官２読記録（Ｒ２．１０．１１） 

文書１４ 【防衛省】説明資料別紙（Ｒ３．１０．１３） 

文書１５ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送）変更箇所見え消

し（Ｒ３．１０．１３） 

文書１６ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送）（溶け込み）

（Ｒ３．１０．１３） 

文書１７ 自衛隊法８４条の４の改正（輸送対象者の拡大）につい

て（課内用） 

文書１８ 法制局へ提出する整理紙の概要について（メモ） 

文書１９ 隊法８４条の４の改正（輸送対象者の拡大）に関する法

制局２部長からのコメント 

文書２０ 部長２読デブリ記録 

文書２１ 【防衛省】新旧対照表（在外邦人等輸送）_修正 

文書２２ 【防衛省】説明資料（Ｒ３．１０．２７） 

文書２３ 参事官４読記録 

文書２４ 参事官４読概要 

文書２５ 塩野宏「行政法Ⅲ 第５版」抜粋（独立行政法人につい

て） 

文書２６ 我が国として外国人を輸送する必要性について 

文書２７ 【局長了】自衛隊法第８４条の４の改正（輸送対象者の

拡大）について 

文書２８ 【印刷用】自衛隊法第８４条の４の改正（輸送対象者の

拡大）について（文字大きめ１枚紙） 

文書２９ 自衛隊法第８４条の４の改正（輸送対象者の拡大）につ
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いて（部長・長官ご説明用） 

文書３０ 【防衛省】自衛隊法第８４条の４の改正（輸送対象者の

拡大）について  Ｒ３．１１．１１ 

文書３１ 【防衛省】説明資料（Ｒ３．１１．１１） 

文書３２ 【防衛省】新旧対照表（在外邦人等輸送）（再修正） 

文書３３ 部長３読デブリ記録① 

文書３４ 部長３読概要（省内報告用） 

文書３５ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送）変更箇所見え消

し（Ｒ３．１１．１５） 

文書３６ 【防衛省】自衛隊法第８４条の４の改正（輸送対象者の

拡大）について  Ｒ３．１１．１６ 

文書３７ 部長３読デブリ記録② 

文書３８ 【防衛省】説明資料（在外邦人等輸送）変更箇所見え消

し（Ｒ３．１１．１８） 

文書３９ ２部長往訪メモ（次官コメント入り） 

文書４０ ２部長往訪メモ 

文書４１ 【防衛省・外務省】国民と同視できる外国人の範囲につ

いて① 

文書４２ 【防衛省・外務省】新旧対照表（在外邦人等輸送） 

文書４３ 特殊法人一覧（総務省ＨＰより） 

文書４４ 独立行政法人一覧（総務省ＨＰより） 

文書４５ 【運政課確認済】参事官記録 

文書４６ アフガン事例を踏まえた自衛隊法改正の検討状況につい

て 

文書４７ 国民と同視できる外国人の範囲について 

文書４８ 「職員」（有斐閣法律用語辞典第２版より抜粋） 

文書４９ 【防衛省・外務省】新旧対照表（在外邦人等輸送）（修

正） 

文書５０ 【防衛省・外務省】国民と同視できる外国人の範囲につ

いて② 

文書５１ 【防衛省・外務省】想定（何故３類型だけなのか、他に

入らないのか）① 

文書５２ 【外務省】調整資料 

文書５３ 手持ち：ＪＩＣＡ現地職員関連の規定 

文書５４ 【防衛省・外務省】国民と同視できる外国人の範囲につ

いて③ 

文書５５ 【防衛省・外務省】新旧対照表（在外邦人等輸送）（再

修正） 
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文書５６ 【防衛省・外務省】想定（何故３類型だけなのか、他に

入らないのか）② 

文書５７ 【防衛省・外務省】国民と同視できる外国人の範囲につ

いて④ 

文書５８ 【防衛省・外務省】想定（何故３類型だけなのか、他に

入らないのか）③ 

文書５９ 【防衛省・外務省】夕刻 想定（何故３類型だけなのか、

他に入らないのか） 

文書６０ （次長・長官２読用）【下三分の一】（とけこみ）防衛

省設置法等の一部を改正する法律案の概要（外国人輸送反

映） 

文書６１ （次長・長官２読用）【下三分の一】（見えけし）防衛

省設置法等の一部を改正する法律案の概要（外国人輸送反

映） 

文書６２ （次長・長官２読用）【逐条解説】（とけ込み）防衛省

設置法等の一部を改正する法律案 

文書６３ （次長・長官２読用）【逐条解説】（見え消し）防衛省

設置法等の一部を改正する法律案 

文書６４ （次長・長官２読用）見えけし【新旧】防衛省設置法等

の一部を改正する法律案 

文書６５ （次長・長官２読用）【用例集】防衛省設置法等の一部

を改正する法律案 

文書６６ 【防衛省・外務省】新旧対照表（在外邦人等輸送）_部長

了版（読点追加） 

文書６７ 安全規定について（メモ） 

文書６８ 【合議用】政府又は独立行政法人で勤務する外国人につ

いて 

文書６９ 外国人の就官能力 

文書７０ 調整資料① 

文書７１ 国家公務員法コンメンタール 

文書７２ 当然の法理主意書 

文書７３ 独立行政法人の外国人について 

文書７４ 国家公務員法２条７項 

文書７５ 【逐条解説】防衛省設置法等の一部を改正する法律案 

文書７６ （案文審査・部長２読用）【案文・理由】令和４年度予

算関連法案（輸送・麻薬・電子資格導入修正） 

文書７７ （案文審査・部長２読用）【新旧】防衛省設置法等の一

部を改正する法律案（輸送・麻薬・電子資格導入修正） 
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文書７８ （案文審査・部長２読用）【逐条解説】防衛省設置法等

の一部を改正する法律案（輸送・麻薬・電子資格導入修正） 

文書７９ （案文審査・部長２読用）【新旧】防衛省設置法等の一

部を改正する法律案（輸送修正） 

文書８０ （案文審査・部長２読用）【逐条解説】防衛省設置法等

の一部を改正する法律案（輸送修正） 

文書８１ ＡＣＳＡを踏まえた修正が不要な理由（令和４年１月１

１日） 

文書８２ ＡＣＳＡを踏まえた修正が不要な理由（令和４年１月１

２日） 

文書８３ 【課長後】ＡＣＳＡを踏まえた修正が不要な理由（令和

４年１月１８日） 

文書８４ 新旧対照表（邦人等輸送）（令和４年１月１８日） 

文書８５ 防衛省設置法等の一部を改正する法律案について（協議） 

文書８６ 【課室名】質問様式 

文書８７ 【課室名】意見様式 

文書８８ 【要綱】防衛省設置法等の一部を改正する法律案 

文書８９ 【案文・理由】防衛省設置法等の一部を改正する法律案 

文書９０ 【新旧】防衛省設置法等の一部を改正する法律案 

文書９１ 【参照条文】防衛省設置法等の一部を改正する法律案 

文書９２ 【長官了省内読み合せ後修正版】０１_【案文・理由】防

衛省設置法等の一部を改正する法律案 

文書９３ 【長官了省内読み合せ後修正版】０２_【新旧】防衛省設

置法等の一部を改正する法律案 

文書９４ 【長官了省内読み合せ後修正版】０３_【要綱】防衛省設

置法等の一部を改正する法律案 

文書９５ 【長官了省内読み合せ後修正版】０４_【参照条文】防衛

省設置法等の一部を改正する法律案 

文書９６ 輸送の安全想定（令和４年２月２４日） 

文書９７ 政府専用機の原則規定と輸送の安全に係る議事録 

文書９８ 在外邦人等の輸送の成立に係る経緯等について 令和４

年２月４日 

文書９９ 【防衛省】平成六－平成二十五改正の４段表 ２０２２

年２月① 

文書１００ 想定（法制局送付）① 

文書１０１ 想定（法制局送付）② 

文書１０２ 輸送の安全に係る対外応答要領について 令和４年２

月７日① 
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文書１０３ 想定（再修正） 

文書１０４ 【防衛省_とけこみ】輸送の安全に係る対外応答要領に

ついて  令和４年２月７日 

文書１０５ 【防衛省_とけこみ】想定（再修正） 

文書１０６ 在外邦人等の輸送の成立に係る経緯等について 令和

４年２月７日 

文書１０７ 【防衛省】平成六－平成二十五改正の４段表 ２０２

２年２月② 

文書１０８ 【２部長コメント反映】 想定_外務共有用（説明付）

【２／８ ２１００法制局２部長後】 

文書１０９ 【２部長コメント反映】 想定【２／８ ２１００法

制局２部長後】 

文書１１０ 想定 令和４年２月９日 

文書１１１ 隊法改正法案基本想定集_抜粋 問７ 

文書１１２ 想定（１０日朝からの見え消し） 令和４年２月１０

日 １７００ 

文書１１３ 想定（９日からの見え消し） 令和４年２月１０日 

１７００ 

文書１１４ 想定（とけこみ） 令和４年２月１０日 １７００ 

文書１１５ 輸送の安全に係る対外応答要領について 令和４年２

月７日② 

文書１１６ 想定（とけこみ） 令和４年２月１０日 ２０００ 

文書１１７ 想定（部長１Ｒからの見え消し） 令和４年２月１０

日２０００ 

文書１１８ 想定（部長２Ｒ後参事官ご指示みえけし） 令和４年

２月１４日 ２１３０ 

文書１１９ 【部長２Ｒ→局長２Ｒ後】想定（とけこみ） 令和４

年２月１６日 

文書１２０ 【部長２Ｒ→局長２Ｒ後】想定（みえけし） 令和４

年２月１６日 

文書１２１ 【参事官御指摘】想定 令和４年２月１６日 ２０３

０ 

文書１２２ 【部長２Ｒ・局長３Ｒ後】想定（とけこみ） 令和４

年２月１８日 １０３０ 

文書１２３ 【部長２Ｒ・局長３Ｒ後】想定（みえけし） 令和４

年２月１８日 １０３０ 

文書１２４ 【防衛省】輸送の安全に係る対外応答要領について 

令和４年２月１８日 
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文書１２５ 【防衛省】在外邦人等の輸送の成立に係る経緯等につ

いて 令和４年２月１８日 

文書１２６ 【防衛省】平成六－平成二十五改正の４段表 ２０２

２年２月③ 

文書１２７ 想定 令和４年２月１８日 

文書１２８ 【２部長了】安全規定の改正の必要性想定 令和４年

２月１８日 

文書１２９ 今後のスケジュール感等（メモ） 令和３年１２月 

文書１３０ 説明のアウトライン①（法改正の必要性）（案） 

文書１３１ 法改正の実施について（参考） 

文書１３２ 説明のアウトライン②（予算関連法案）（案） 

文書１３３ 予算関連法案国会審議状況 令和２年１２月 

文書１３４ 説明のアウトライン③（第８４条の３）（案） 

文書１３５ 防衛省設置法等の一部を改正する法律案の概要（平成

２９年度～令和３年度予算関連法案） 

文書１３６ 説明のアウトライン④（外国人）（案） 

文書１３７ 令和４年度予算関連法案に関するスケジュール（案）  

令和３年１２月２２日時点 

文書１３８ 説明のアウトライン⑤（輸送の安全）（案） 

文書１３９ 説明のアウトライン⑥（政府専用機）（案） 

文書１４０ 調整資料② 

文書１４１ 防衛省設置法等の一部を改正する法律案（仮称）の概

要（令和４年度予算関連法案） 令和３年１２月 

文書１４２ 防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する

法律案の概要 

文書１４３ 自衛隊法第８４条の４（在外邦人等の輸送）の改正に

ついて ２０２２年１月 

文書１４４ 防衛省設置法等の一部改正（５点） 

文書１４５ 自衛隊法第８４条の４改正基本想定 問１６～問２８ 

文書１４６ 在アフガニスタン邦人等輸送のための自衛隊の部隊の

派遣について ２０２２年１月 

文書１４７ 在アフガニスタン邦人等輸送のための自衛隊の部隊の

派遣について 

文書１４８ 在外邦人等の保護措置と在外邦人等の輸送 自衛隊法

概要 

文書１４９ 自衛隊法第８４条の４（在外邦人等の輸送）の改正に

ついて 

（２）諮問第１４９７号 
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ア 原処分３関係 

文書１４９ 

イ 原処分４関係 

文書２ないし文書１４８ 

（３）諮問第１４９８号 

ア 原処分５関係 

文書１４８ 

イ 原処分６関係 

文書２ないし文書１４７ 

（４）諮問第１４９９号 

ア 原処分７関係 

文書１４７ 

イ 原処分８関係 

文書２ないし文書１４６ 

（５）諮問第１５００号 

ア 原処分９関係 

文書１４６ 

イ 原処分１０関係 

文書２ないし文書１４５ 
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別表（不開示とした部分及び理由） 

 

文書番号 不開示とした部分 不開示とした理由 

文書２ ２枚目及び４枚目のそれぞれ

一部 

国の機関の内部又は相互間

における審議、検討又は協議

に関する情報であり、これを

公にすることにより、率直な

意見の交換若しくは意思決定

の中立性が不当に損なわれる

おそれがあるとともに、不当

に国民の間に混乱を生じさせ

るおそれがあることから、法

５条５号に該当するため不開

示とした。 

文書３ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書４ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れ一部 

文書５ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れ一部 

文書６ １枚目の一部 

２枚目の全て 

文書７ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書８ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れ一部 

文書９ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れ一部 

文書１０ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ一部 

文書１１ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書１２ １枚目ないし５枚目のそれぞ

れ一部 

文書１３ １枚目の一部 

２枚目の全て 

文書１４ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ一部 

文書１５ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書１６ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書１７ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書１８ １枚目の一部 

文書１９ １枚目の一部 
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文書２０ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書２１ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れ一部 

文書２２ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書２３ １枚目の一部 

２枚目の全て 

文書２４ １枚目の一部 

文書２６ １枚目の一部 

文書２７ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書２８ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書２９ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書３０ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書３１ １枚目、２枚目、７枚目及び

８枚目のそれぞれ一部 

文書３２ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れの一部 

文書３３ １枚目ないし８枚目のそれぞ

れ一部 

文書３４ １枚目の一部 

文書３５ １枚目、２枚目及び６枚目な

いし８枚目のそれぞれ一部 

文書３６ １枚目の一部 

文書３７ １枚目ないし８枚目のそれぞ

れ一部 

文書３８ １枚目ないし３枚目、７枚目

及び８枚目のそれぞれ一部 

文書３９ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ一部 

文書４０ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ一部 

文書４１ １枚目及び２枚目のそれぞれ
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一部 

文書４２ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れ一部 

文書４５ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書４６ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書４７ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ一部 

文書４９ １枚目ないし６枚目のそれぞ

れ一部 

文書５０ １枚目ないし３枚目及び９枚

目ないし１１枚目のそれぞれ

一部 

文書５１ １枚目の一部 

文書５２ １枚目の一部 

文書５４ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ一部 

文書６０ １枚目の一部 

文書６１ １枚目の一部 

文書６２ １枚目、１７枚目、２０枚

目、２４枚目、２９枚目ない

し３５枚目及び３７枚目ない

し４０枚目のそれぞれ一部 

１８枚目、１９枚目、２１枚

目ないし２３枚目、２５枚目

ないし２８枚目及び３６枚目

のそれぞれページ番号を除く

全て 

文書６３ １枚目、３枚目、１７枚目、

２０枚目、２４枚目、２９枚

目ないし３５枚目及び３７枚

目ないし４０枚目のそれぞれ

一部 

１８枚目、１９枚目、２１枚

目ないし２３枚目、２５枚目

ないし２８枚目及び３６枚目
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のそれぞれページ番号を除く

全て 

文書６４ ３枚目、１６枚目、１８枚目

及び１９枚目のそれぞれ一部 

４枚目ないし１５枚目のそれ

ぞれページ番号を除く全て 

文書６５ １枚目、２枚目及び４枚目の

それぞれ一部 

文書６８ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書７０ １枚目の一部 

文書７３ １枚目の一部 

文書７５ １枚目、１７枚目、１８枚

目、２３枚目及び２４枚目の

それぞれ一部 

文書７６ １枚目の一部 

文書７７ ３枚目の一部 

文書７８ １７枚目、１８枚目、２７枚

目及び２８枚目のそれぞれ一

部 

文書７９ １枚目の一部 

文書８０ ２枚目及び３枚目のそれぞれ

一部 

文書８１ ２枚目の一部 

文書８２ ３枚目の一部 

文書８３ ３枚目の一部 

文書９６ １枚目及び２枚目のそれぞれ

全て 

文書９８ ２枚目の一部 

文書１００ １枚目及び３枚目のそれぞれ

全て 

２枚目の一部 

文書１０１ １枚目及び３枚目のそれぞれ

全て 

２枚目の一部 

文書１０２ １枚目の一部 

文書１０３ １枚目及び３枚目のそれぞれ
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全て 

２枚目の一部 

文書１０４ １枚目の一部 

文書１０５ １枚目及び３枚目のそれぞれ

全て 

２枚目の一部 

文書１０６ ２枚目の一部 

文書１０８ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書１０９ １枚目ないし４枚目のそれぞ

れ一部 

文書１１０ １枚目、２枚目及び５枚目の

それぞれ全て 

３枚目及び４枚目のそれぞれ

一部 

文書１１２ １枚目の全て 

２枚目及び３枚目のそれぞれ

一部 

文書１１３ １枚目、２枚目及び５枚目の

それぞれ全て 

３枚目及び４枚目のそれぞれ

一部 

文書１１４ １枚目の全て 

２枚目及び３枚目のそれぞれ

一部 

文書１１５ １枚目の一部 

文書１１６ １枚目の全て 

２枚目及び３枚目のそれぞれ

一部 

文書１１７ １枚目、２枚目及び５枚目の

それぞれ全て 

３枚目及び４枚目のそれぞれ

一部 

文書１１８ １枚目及び２枚目のそれぞれ

全て 

３枚目及び４枚目のそれぞれ

一部 
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文書１１９ １枚目及び２枚目のそれぞれ

全て 

文書１２０ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ全て 

４枚目及び５枚目のそれぞれ

一部 

文書１２１ １枚目及び２枚目のそれぞれ

全て 

文書１２２ １枚目及び２枚目のそれぞれ

全て 

文書１２３ １枚目ないし３枚目のそれぞ

れ全て 

４枚目及び５枚目のそれぞれ

一部 

文書１２４ １枚目の一部 

文書１２５ ２枚目の一部 

文書１２７ １枚目及び２枚目のそれぞれ

全て 

文書１２８ １枚目及び２枚目のそれぞれ

全て 

文書１２９ １枚目の一部 

文書１３１ １枚目の一部 

２枚目の内容の全て 

文書１３４ １枚目及び２枚目のそれぞれ

一部 

文書１３７ １枚目の一部 

文書１３８ １枚目の一部 

文書１４０ １枚目の一部 

文書１４３ ２枚目の一部 

文書１４５ ２２枚目ないし２４枚目、２

７枚目、２８枚目及び５５枚

目のそれぞれ一部 

文書８５  １枚目の（原文ママ）一部 国の機関が行う行政事務に関

する情報であり、これを公に

することにより、いたずらや

偽計等に使用され、必要とす

る際の緊急の連絡や部外との
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連絡に支障を来たすなど、当

該事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあることか

ら、法５条６号柱書きに該当

するため不開示とした。 

 


